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平成２０年度業務実績評価調書：独立行政法人航空大学校 
 
 

業 務 運 営 評 価（個別項目ごとの認定） 

 

項      目 
中期計画 平成２０年度計画 

評 定 
結 果 

評 定 理 由 意    見 

 
１．業務運営の効率化に関する目標を

達成するためとるべき措置 

    

 
（１）組織運営の効率化 
    ・常勤職員を中期期間中に約

１０％程度削減する。 
 

①整備業務の民間委託を継続
及び整備管理業務の一部の
民間委託等を図る。 

   
 
②運航管理業務のうち一部の

民間委託等を図る。 
   

 
③事業運営の合理化・適正化

を図ることによる管理業務
の精査・見直しを実施する。 

 
（１）組織運営の効率化 

・業務の見直しを行い、常勤職
員を２名削減 

 
①整備業務の民間委託継続及

び技術管理業務を中心に整
備管理業務の一部の民間委
託等を推進する。 

 
②運航管理業務の一部につい

てさらに民間委託化するこ
とにより、同業務の効率化
を推進する。 

 
  ③継続して内部事務の簡素化

、集約化を実施することに
より、管理業務の効率化を
図る。 

 
 

４ 
 
 

 

 

 

 
各業務について、以下のとおり効

率化を図るための見直しを行ってお
り、常勤職員２名が削減されている。
 
①整備委託先の技術力、長年に渡る

航大機の整備実績を踏まえ１９年
度まで行っていた整備作業に使用
される整備作業手順書の審査・承
認を届け出方式に変更した。これ
により、整備管理業務の効率化が
図られている。 

②平成１９年度に導入した運航情報
提供システム（FIHS）の活用によ
る業務の見直しを行い、運航管理
業務の効率化により常勤職員１名
の削減が図られている。 

③新給与システムを導入し事務の簡
素化、効率化が図られている。 

 座学教育体制を見直し一部の講義
を外部講師で対応することで常勤
職員１名の削減が図られている。

 

 
厳しい状況から業務の見直し

や教育体制の見直しにより、更
に縮減、スリム化を図り、削減
計画を達成し、運営効率化に計
画を上回って取り組んでいる。 

 
（２）人材の活用 
   内部組織の活性化を図り、業 

務運営の効率化を推進するた 
め、職員の約１０％程度につ
いて、国または大学、民間等
と人事交流を行う。 

 
（２）人材の活用 

内部組織の活性化を図り、業
務運営の効率化を推進するた
め、職員の１０％程度につい
て、国または大学、民間等と
人事交流を行う。 

 
 

４ 
 
 

 

 

 

内部組織の活性化を図り、業務運営
の効率化を推進するため、航空局等と
人事に係る情報交換を積極的に行い、
操縦、整備、運用、事務等多岐にわた
る職種の人事調整に努め、最新の航空
行政の情報を業務運営に活かすべく、
職員の約２４％（２８名）について、
国等との人事交流が行われている。 

 年度計画の目標値を大幅に上
回る人事交流を達成している。 
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項      目 
中期計画 平成２０年度計画 

評 定 
結 果 

評 定 理 由 意    見 

 
（３）業務運営の効率化 

① 教育・訓練業務の効率化 
    イ 学科教育 
     ・宮崎学科課程の教育時間

を現行の735時間から
510時間程度に短縮す
る。 

   ・多発・計器課程は現行の
205時間から150時間 

 程度に短縮する。 
     ・宮崎学科課程の養成期間

6ヶ月から4ヶ月に短縮
する。 

    ロ 実科教育 
   ・多発・計器課程において

は現行の６５時間から70
時間に充実させる。 

・多発・計器課程の養成期
間を６ヶ月から８ヶ月に
延長する。 

 
（３）業務運営の効率化 

①平成１９年度から開始した
多発・計器課程の新シラバ
スについて、操縦演習の充
実及び養成期間の効果を検
証する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

３ 
 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
①仙台（多発・計器）課程を修了し

た学生について、教官の評価等に
より新シラバスによる教育訓練の
検証を行った。その結果、学科教
育の短縮については、ＣＢＴ
(Computer Based Training）の
充実等自習教材の活用や飛行前後
のブリーフィングの充実により到
達レベルを維持している。また、
実科教育では、期間・時間を延長
したことにより実機による演習時
間を増やし、技量の更なる向上と
着実な習得が可能となった。特に、
高性能な多発訓練機への移行につ
いてはスムースにできるようにな
った。       
 

 

 
 
 教育カリキュラムの見直しや
実技訓練の充実などに努めてい
る。 
 
 多発・計器飛行課程において、
実機訓練時間の増加による学科
教育の短縮を補う優れた取り組
みがなされ成果が上がっている。 
 
 新シラバスにより技量向上と
着実な技量の習得がされている。 

 
  ② 教育支援業務の効率化 
   イ 運用業務の効率化 
   ・国土交通省の運用する新

ＣＡＤＩＮシステムを計
画的に導入し、有効活用
することにより運航管理
業務の効率化を図る。 

 
   ロ 整備業務の効率化 
   ・大学校と訓練機の整備委

託先等との間をオンライ
ン化し、整備管理情報等
の共有化を推進すること
により、整備業務の効率
化を図る。 

 

 
② 教育支援業務の効率化 

イ 運用管理業務における危
機管理マニュアルを電子化
することにより業務の効率
化を図る。 

 
 
 

ロ 整備委託化等との情報オ
ンライン化に基づき、平成
１９年度のハードウエア整
備に引き続きソフトウエア
を整備する。 

 
４ 

 
 

 

 

② 
イ 運航管理業務における事故処理

マニュアルの電子化が図られてい
る。 

ロ 本校及び分校において、新たなソ
フトウエアを導入することなく既
存のソフトウエアの活用が検討さ
れ、運航及び整備計画等の業務につ
いて、整備委託先、整備課及び操縦
教官とのオンライン化の実施によ
り、各部署で機体の整備状況を正確
に把握することが可能となった。こ
れにより、機体や装備品の次回整備
までの使用時間を踏まえながら訓
練を実施し、装備品の交換件数の削
減が図られるなど、機体のより効率
的な稼働が図られ、保守等の経費の
節減も図られている。 

 
 既存のソフトウエアの活用に
よりオンライン化を実施し、機体
の効率的稼働が図られ、業務の効
率化及び経費の節減も図られて
いる。 
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項      目 
中期計画 平成２０年度計画 

評 定 
結 果 

評 定 理 由 意    見 

 
③ 一般管理費の縮減 

一般管理費（人件費、公租
公課等所要額計上を必要と
する経費及び特殊要因によ
り増減する経費を除く。）
について、本中期目標期間
中に見込まれる当該経費総
額（初年度の当該経費相当
分に５を乗じた額）を６％
程度抑制する。 

 
③ 一般管理費の抑制 

一般管理費（人件費、公租公
課等の所要額計上を必要とす
る経費及び特殊要因により増
減する経費を除く。）につい
て、平成１８年度予算の当該
経費相当分から６％程度抑制
する。 

   
３ 

 
 

 

 

 
③一般管理費について、平成１８年

度予算の当該経費相当分から６％
程度抑制されている。 

  
 
 

 
④ 業務経費の削減 

業務の効率化等により業務
経費（人件費、公租公課等
の所要額計上を必要とする
経費及び特殊要因により増
減する経費を除く。）につ
いて、本中期目標期間中に
見込まれる当該経費総額（
初年度の当該経費相当分に
５を乗じた額。）を２％程
度抑制する。 
 

 
 
 

  
④ 業務経費の削減 

業務経費（人件費、公租公課
等の所要額計上を必要とする
経費及び特殊要因により増減
する経費を除く。）について、
１８年度予算の当該経費相当
分から２％程度抑制する。 

 
３ 
 
 

 

 

 
④業務経費について、１８年度予算

の当該経費相当分から２％程度抑
制されている。 

 

  

  
⑤ 教育コストの分析・評価 

教育業務及び教育支援業務
に係る経費の分析・評価を
行い、コスト構造を明確化
することにより教育コスト
の抑制に努める。 

  
⑤ 教育コストの分析・評価 

教育コストについてさらに分
析の方法を検討し、同コスト
の効率化を図る。 

 
３ 
 
 

 

 
 

 
⑤特別勘定が一般勘定に統合された

ために、平成１９年度以前に計上
していた特別勘定経費についても
統合整理するとともに、各校の経
費について、支払いベースでの分
析・評価が行われている。 
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項      目 
中期計画 平成２０年度計画 

評 定 
結 果 

評 定 理 由 意    見 

２．国民に対して提供するサービス 
その他の業務の質の向上に関する
事項を達成するためとるべき措置 

 
 

   

 
（１）教育の質の向上 
 ①  航空会社と積極的に意見

交換等を行い、エアライン
パイロットに求められる知
識・技能等を把握する。ま
た、エアラインパイロット
経験者を招聘し、教育内容
及び教育体制等の充実を図
る。 

教育従事者に対して定期
的に教育技法等の向上のた
めの研修を実施し、操縦教
官については技能審査を毎
年１回実施する。 

 
 
 
 

 
（１）教育の質の向上 

①・航空会社との意見交換会を
年１回以上実施し、エアラ
インパイロットに求められ
る知識・技能を把握する。

・エアラインパイロット経験
者を教官として招聘する。

・コーチング研修、各種セミ
ナー及び学会主催研修会等
に参加することにより教官
研修の充実を図る。 

・操縦教官の技能審査を各人
１回実施する。 

 
 

３ 
 
 

 

 
 

 

①・航空大学校の卒業生との懇談会等
を開催し、自社養成と卒業生との
比較についての意見交換等(平成
20年4月、5月)を実施するととも
に、航空会社との意見交換（平成
20年6月、平成21年3月)を行い
教育内容等の充実に努めている。

 ・ｴｱﾗｲﾝﾊﾟｲﾛｯﾄ経験者１名が仙台分
校に教官として在籍し、ｴｱﾗｲﾝに
おける実運航に基づく知見を教
官及び学生に教授している。 

・ｺｰﾁﾝｸﾞの一環として学生教育に資
する目的で面接技法に係る講習
会を受講させている。また、CRM
特別講義や学会主催の研究会、各
種ｾﾐﾅｰに教官を参加させている。

・全操縦教官に対して定期技能審査
を実施して教育技能の向上、標準
化に努めている。 

 
 
 

 
 

 

② 操縦技量進度の遅れた学生

に対して実施する追加教育の

上限時間数を、現行の事業用

課程及び多発・計器課程で各

１０時間から、それぞれ教育

規程上の標準教育時間の２０

％まで拡大する。 

また、追加教育の効果的か

つ効率的な実施方法等につい

て検討を行い、教育に反映。 

 

② 追加教育の上限時間数を標

準教育時間の２０％まで拡大

した効果について引き続き検

証を進めるとともに、追加教

育の効果的な実施方法につい

て教育課題検討会での検討を

継続する。 

 

４ 

 
 

 

 

 

②追加教育の効果について、教育課題

検討委員会において追加教育が効

果的であることの検証を行い中間

とりまとめを実施した。検討のみな

らず、その結果を受けて、それまで

教育のﾌｪｰｽﾞ終了後に行っていた追

加教育をﾌｪｰｽﾞの途中で実施可能と

するよう追加教育を行う時期を見

直すなど、より効果的な追加教育が

できるよう教育規程を改正した。こ

れにより、学生の進度に応じた適切

なﾀｲﾐﾝｸﾞで操縦技術の習得を補い

技量の向上を図るとともに、追加教

育を飛行訓練装置(FTD)による訓練

にも拡大を図っている。 

 検証に基づいて教育規程を改

正し、効率的追加教育が実施され

、学生の技量向上に努めている。 

 

 追加教育効果の検証を教育規

程の効果的見直しにつなげられ

ている。 

 

 追加教育の効果の検証のみな

らず、教育規程を改正し、効果的

な追加教育の実施により学生の

技量の向上を図ったことは年度

計画を上回り達成している。  
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項      目 

中期計画 平成２０年度計画 
評 定 

結 果 
評 定 理 由 意    見 

 

③ 以下の調査・研究を実施し

その成果を教育・訓練に反映

させることにより、質の向上

及び効率化等を図る。 

 

 

イ 航空機の運航に関する基

礎的研究 

 

ロ 座学及びフライト課程に

おける標準的な教育内容・

手法及びその評価法に関す

る調査・研究 

 

ハ 国内外の主要な乗員養成

機関等を対象に操縦士養成

に関する実態調査・研究 

 

 

 

 

 

 

③ 教育の質の向上及び効率化

等を図るため、以下に掲げる

調査・研究を計画的に推進し

その成果を教育・訓練等に反

映させる。 

 

イ 小型航空機を中心とした

航空機運航に関する基礎的

研究を継続して進める。 

 

ロ 新シラバスによる教育の

検証を継続しつつ、標準的

な教育内容・手法・評価法

に関する研究を進める。 

 

ハ 国内外の乗員養成関連機

関に教官を中心とした調査

チームを派遣し、乗員養成

の実態調査を継続して行う

。 

 

 

 

 

４ 
 

 

 

 

 
③教育の質の向上及び効率化等を図

るため、以下の調査・研究を計画

的に推進し、その成果を教育・訓

練等に反映させている。 

 

イ 平成１９年度に引き続き、「

訓練機の基礎特性に係る情報

集積システムに関わる研究」

及び「航空機騒音に関わる基

礎研究」が行われている。 

 
ロ 新シラバスによる学生訓練実

施要領等の検証を行い、単発

事業用課程においてより効果

的な教育訓練方法の検討が行

われ、その結果、一部の訓練

科目(540km単独飛行)につい

て訓練方法の見直しが行われ

シラバスに反映した。これに

より訓練効率の向上だけでな

く、運航安全や学生の技量の

更なる向上も図られている。

 
ハ 国際協力の枠組みの下、教官

をインドネシアに派遣し、航

空安全に係る協力に向けた実

態調査が行われた。（７月）

また、国内の指定養成施設に

教官を派遣し、乗員養成の実

態調査を実施している。(平成

２０年１１月) 
 

 

 訓練方法の一部を見直し、シ

ラバスに反映したことにより、

訓練効率の向上だけでなく、学

生の技量の一層の向上や安全運

航を図ったことは優れた実施状

況である。 

 

 教育の質の向上に向けた取り

組みが訓練の適性化につなげら

れている。 

 

 ヒューマンファクターに関し

て、報告事例を基に、学生が訓

練中にヒューマンエラーを起こ

しにくい訓練手順が検討され、

学生訓練実施要領の改正が行わ

れている。  
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項      目 

中期計画 平成２０年度計画 
評 定 

結 果 
評 定 理 由 意    見 

 

ニ 乗員養成の基礎訓練課程

に係る国際民間航空機関（

ＩＣＡＯ）等の国際基準に

関する調査・研究 

 

 

 

ホ ヒューマンファクター問

題への対応を含む航空安全

に関する調査・研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 乗員養成の基礎訓練課程

に係る国際基準について、

ＭＰＬ（マルチ・クルー・

パイロット・ライセンス）

制度導入に関連した調査研

究を継続して進める。 

 

ホ 航空大学校を含む過去の

事例等を活用し、引き続き

操縦士に係るヒューマンフ

ァクター及び運航安全に関

する調査・研究を進める。

 

 

 

 

 

 

 

 

評 定 結 果 は 前 ペ ー

ジに 記 載欄 あ り 

 

 
 

 

 

ニ ＭＰＬに関するワーキンググ

ループに教官を参加させ、国

際基準についての調査研究を

実施している。（平成２０年

６月、９月、１１月、平成２

１年３月） 
 

ホ 訓練中のヒューマンファクタ

ーに関する事例について、パ

イロットレポートやメンテナ

ンスレポートの形で報告を収

集し、各校の安全委員会等で

事例紹介を行い周知が図られ

ている。また、報告された事

例を基に、学生が訓練中にヒ

ューマンエラーを起こしにく

いような訓練手順を検討し、

学生訓練実施要領の改正が行

われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ コンピューターやインター

ネット等を活用した教育機材

及び教育施設等を計画的に整

備し、効率的かつ効果的な自

主学習環境を充実させる。 

 

 

 

④ コンピューターやインター

ネット等を活用した座学教育

の充実、教育機材及び教育施

設等の整備を推進する。 

 

 

 
 

 

４ 

 
 

 

 
 

 

 

④ネットワークの構築の推進が図ら

れ、併せて既存のＣＢＴの検証を

行い、管制方式基準の変更等に伴

うＣＢＴ教材の改修を実施してい

る。また、誤操作の多い訓練機の

脚下げについて、「脚機構作動」

に関わる教材の整備が図られ、こ

れにより、学生の意識の向上によ

り誤操作の減少が図られた。 

 

 

 新たな教材の整備を図り、

学生の意識向上が図られ、誤

操作の低下を達成している。 

 

 現行訓練の検証、見直しが

しっかりと実行され、ヒュー

マンエラーの防止につなが

っている。 
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項      目 

中期計画 平成２０年度計画 

評 定 

結 果 
評 定 理 由 意    見 

 

⑤ 年間の養成学生数７２名（

ただしカリキュラム移行期に

あたる平成１８年度の入学者

は５４名）とする。 

資質の高い学生を確保する

ため、募集にあたっては従来

のポスターや雑誌等による広

報手法に加え、インターネッ

ト等の媒体を有効活用した広

報活動を展開し、受験者数の

拡大に努める。また、航空会

社等と情報交換しつつ現行の

入学試験（学力試験、適性試

験等）の内容及び実施方法等

について継続的に評価を行い

、その結果を入学試験制度に

反映する。 

 

 

 

⑤ 年間養成学生数を７２名と

する。 
資質の高い学生を確保する

ため、ポスターや雑誌等の媒

体を活用した広報活動を展開

するとともに、ホームページ

等を活用した情報提供を継続

する。また、航空会社の採用

担当者等と情報交換を行いつ

つ、入学試験の内容及び実施

方法等を継続的に検証する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

 
 

 

 
 

 

 

 

⑤平成２０年度の年間養成学生数は

７２名を確保している。 

平成２１年度入学試験から受験資

格に制限を設けたことにより受験

生の減少が危惧されたが、受験者

拡大に向けた継続的な広報活動に

努めた結果、平成２１年度入学試

験における受験者数は例年並みの

６４８名が確保された。 

また、新たに学校内にプロジェク

トチームを設置し、更なる受験者

拡大のための方策等について検討

が開始されている。 

航空会社の採用担当者と入社要件

等について意見交換（平成２１年

３月）を行うとともに、平成２１

年度入学試験から身体検査合格基

準の一部（視力要件等）緩和並び

に入試内容及び実施方法の一部に

ついて改善が図られている。また、

平成１７年度から導入した総合適

性試験（筆記による操縦士適性試

験）の有効性に関し、当該成績と

入学後の成績の相関について、引

き続き検証が行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 受験資格に制限を設けたが、

例年並の受験者数が確保され、

受験者拡大に向けた継続的な広

報活動の取り組みの努力がされ

ている。 

 

 身体検査合格基準の一部緩和

や入試内容等の改善により、一

部の学生であっても新たな門戸

を開くことにつなげられている

。 

 

 

 



-  - 8 

項      目 
中期計画 平成２０年度計画 

評 定 

結 果 
評 定 理 由 意    見 

 

（２）航空安全に係る教育等の充 

実 

 

 

 

    

① 安全運航の確保を業務運営

上の最重要課題として位置

付け、理事長のリーダーシ

ップの下で安全推進方針を

策定するとともに、これに

基づく安全業務計画を事業

年度毎に作成し、実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）航空安全に係る教育等の充

実 

  総合安全推進会議を中心に、

以下の航空安全に係る教育等

の充実を図る。 

 

① 安全運航の確保を業務運営

上の最重要課題とし、総合安

全推進方針に基づき平成２０

年度安全業務計画を作成し、

各校の安全委員会を中心に学

生及び教職員等の安全意識向

上のための活動を推進する。

 また、訓練機の事故等を想定

した航空事故処理訓練を各校

において年１回実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

①安全運航を確保するために、毎月

安全スローガンを掲げ、安全委員

会を中心に学生及び教職員等の安

全意識向上のための活動を推進し

ている。その一環として、操縦教

官による安全講話を月１回実施し

ている。 

本校及び分校において、航空事故

処理訓練が実施されている。（平

成２０年７月） 

平成１８年度に航空大学校帯広分

校が実施した教育研究飛行に関し

、平成２０年７月の航空局の調査

において、必要な試験飛行等の許

可を受けずに飛行したことに対し

文書による注意を受けたが、直ち

に業務執行の改善に取り組み、組

織を上げて再発防止への適切な措

置が執られている。 
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項      目 
中期計画 平成２０年度計画 

評 定 

結 果 
評 定 理 由 意    見 

 

② 総合安全推進会議において

安全監査プログラムを策定し

訓練機の運航に係る安全監査

を年１回実施する。 

 

 

 

 

 

② 総合安全推進会議の策定し

た安全監査プログラムに基づ

き、訓練機の運航に係わる安

全監査を年１回実施する。 

また、総合安全推進会議は各

校における安全業務計画の進

捗状況について半期毎に把握

・評価を行う。 

 

 

３ 

 
 

 

 

 

 

②総合安全推進会議は、安全監査

プログラムを策定し、本校及び分

校に対し安全監査を実施してい

る。（帯広分校：平成２０年１０

月、仙台分校：平成２０年１２月、

宮崎本校：平成２１年２月）各校

においては、整備業務委託先の監

査を実施している。また、総合安

全推進会議は半期毎に各校の安全

委員会から安全業務計画の進捗状

況等の報告を受け、その評価を行

っている。 

 

 

 

 

③ 学生に対する安全教育を飛

行訓練に移行する前から開始

する。過去の事故例から航空

事故と人的要素の関わり等を

教示するなど、航空安全につ

いての教育を飛行訓練開始前

１０時間、飛行訓練開始後４

０時間実施する。 

③ 飛行訓練移行前から計画的

に学生に対する安全教育（宮

崎学科課程１０時間、帯広フ

ライト課程２０時間、宮崎フ

ライト課程１０時間及び仙台

フライト課程１０時間）を実

施する。 

 

３ 

 
 

 

 

 

③航空安全についての教育をシラバ

スに盛り込んで実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 学識経験者、航空事故調査

官等の外部講師による役職員

への安全教育を毎年１回実施

する。また、訓練機の安全運

航の確保に係る調査・検討を

行うとともに、安全情報の周

知・徹底等を図るため、各校

において安全委員会を毎月１

回実施する。 

 

④ 組織全体の安全意識の向上

を図るため、外部講師による

役職員への安全教育を年１回

実施する。また、各校におい

て安全委員会を月１回開催し

、訓練機の安全運航の確保に

係る調査・検討及び安全情報

の周知徹底等を図る。さらに

航空会社、自衛隊等が実施す

る安全研修へ教職員を継続的

に参加させる。 

 

３ 

 
 

 

 
 

 

④航空機検査官、航空事故調査官を

招き役職員に対し安全教育が実施

されている。併せてテレビ会議シ

ステムを活用して各校でも聴講さ

れている。（平成２０年７月、８

月、平成２１年３月） 

各校において安全委員会を毎月開

催し、訓練機の安全確保に係る活

動を推進している。 

安全運航に資するため、各校にお

いて、管制官との意見交換が実施
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項      目 
中期計画 平成２０年度計画 

評 定 

結 果 
評 定 理 由 意    見 

 

 

 

 
 されている。更に教職員をＪＡＬ航

空安全啓発センター及びＡＮＡグル

ープ安全教育センターに派遣し、安

全意識の更なる向上のための安全研

修を行っている。(平成２１年２月)

 

 

 

 

 

 

（３）航空技術安全行政への技術

支援機能の充実 

 

① 国の操縦職員等の技量保持

訓練、資格取得訓練等に適切

に対応する。 

 

 

 

 

 

 

① 国の訓練計画に対応し、国

の操縦職員等の技量保持訓練

、資格取得訓練等を実施する。

 

 

 

 

 

 

３ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

①航空局航空従事者試験官の技量保

持訓練を実施している。（平成２

０年７月、平成２１年３月） 

 

 

 

  

  

 

② 国土交通省との連携をより

強化するとともに、乗員養成

や航空安全に関する調査・研

究等の業務を通じて得られる

知見及び技術力等を、航空技

術安全行政における規制・基

準の策定や評価の場へフィー

ドバックする機能の充実を図

る。 

 

 

② 航空技術安全行政のニーズ

に即した調査・研究を推進す

るとともに、航空大学校の知

見及び技術力等を行政にフィ

ードバックする機能の充実を

図るため、国土交通省・航空

大学校連絡会議を定期的に開

催し、連携強化に努める。 

 
 

 

 

 

 

 

 

３ 

 
 

 

 

 

 

②学科試験問題検討会に教官を派遣

している。 

ＭＰＬに関するワーキンググルー

プに参加して調査・研究を実施し

ている。その結果については、航

空大学校の業務の在り方等に関す

る検討会に報告され、航空大学校

でのＭＰＬの養成について議論が

なされた。 

国土交通省との意見交換を行い連

携強化が図られている。 
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項      目 
中期計画 平成２０年度計画 

評 定 

結 果 
評 定 理 由 意    見 

（４）成果の活用・普及 

① 乗員養成に係る標準的な教

育機材や教育・訓練シラバス

の提供、標準的な教授方法に

関する指導及び事故防止対策

等の安全管理手法の指導等を

通じ、民間操縦士養成機関の

育成・振興を図る。 

 

 

 

① 乗員養成に係る標準的な教

育機材の作成を進めるととも

に、操縦士養成機関連絡会議

を引き続き主催し、これまで

に培った乗員養成に係るノウ

ハウ等を積極的に外部へ提供

することにより、民間操縦士

養成機関の育成・振興を図る。

 

 

３ 

 
 

 

 

 

 

 

 

①平成１９年度に作成した自家用操

縦士の定期訓練シラバスについて

、フォローアップのための意見交

換を行っている。また、航空振興

財団の「飛行機操縦教本」の改訂

に協力している。 

操縦士養成機関連絡会議を開催し

、民間操縦士養成機関の育成・振

興を推進するため情報交換等が行

われている。（平成２１年３月）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 航空思想の普及、啓発 

  ・空の日 

  ・航空教室   年４回程度 

  ・市民航空講座 年２回程度 

 

 

 

② 航空思想の普及・啓発 

  ・空の日 

  ・航空教室   年４回程度

  ・市民航空講座 年２回程度

 

 

 

４ 

 
 

 

 

 

 

 

②各校において、「空の日」行事、

「航空教室」（１４回）や「市民

航空講座」（９回）が昨年に続き

目標を超える成果をあげ、更に平

成20年度は福岡スカイフェスタ

や子供霞ヶ関見学デーのブース出

展等により航空思想の普及、啓発

に努め、地域コミュニティーの見

学・親睦等も行っており、航空大

学校の訓練について地元での理解

もより一層深められている。 

 

 目標値を超える講座、教室を

開催し、また、子供霞ヶ関見学

デーの出展など、一般国民に対

する航空思想の普及に貢献して

いる。 

 

 地元との親睦等に努め、航空

大学校の訓練に対する理解が深

められている。 

 

（５）企画調整機能の拡充 

一層の効率化の推進、業務の

質の向上、教育訓練における

安全の確保及び航空安全行政

に係る調査研究機能の充実等

を図るため、事業・安全確保

・調査研究に関する企画調整

機能及びそのための体制の強

化を図る。 

 

（５）企画調整機能の拡充 

  継続的に予算執行管理会議を

開催し、事業運営及び予算の

適切な管理を実施する。 

 

 

 

３ 

 
 

 

 

 

事業運営の一層の効率化及び業務

の質の向上等を図るため、毎月予算

執行管理会議を開催し、事業運営及

び予算の管理の強化に努めている。

 

 監事による監査が各校において実

施されるなど内部統制が図られてい

る。 
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項      目 

中期計画 平成２０年度計画 

評 定 

結 果 
評 定 理 由 意    見 

 

３．予算、収支計画及び資金計画 

  ・予 算 

  ・収支計画 

  ・資金計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．予算、収支計画及び資金計画

  ・予 算 

  ・収支計画 

  ・資金計画 

 

 

 

 

３ 
別紙を含めた

評価 

 

 

 

 

 

中期計画に基づき適正に執行され

ている。収入については、年度計画

額を達成しており、また支出におい

ても効率的な使用に努め、監事によ

る業務監査、会計監査も適切に実施

され執行されている。 

 

平成１９年度の随意契約の見直し計

画に基づき、規程類を国と同額の基準に

設定し、契約方式については競争性のな

い随意契約から一般競争入札等に移行

し随意契約の引き下げが図られている。

 平成19年度 23件(110,230千円)

平成20年度 15件(41,926千円) 

 

なお、独立行政法人整理合理化計画、

総務省政独委による「平成１９年度に

おける国土交通省所管独立行政法人の

業務の実績に関する評価の結果等につ

いての意見について」等への対応の実

績及びその評価については、別紙参照

 

 

 

  

 

４．短期借入金の限度額 

   限度額500百万円とする。 

  

 

 

 

 

   

 

４．短期借入金の限度額 

   限度額 500百万円 

 

 

－ 

 
 

 

 

 平成２０年度は該当なし 
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項      目 
中期計画 平成２０年度計画 

評 定 

結 果 
評 定 理 由 意    見 

 

５，重要な財産の処分計画 

 

 

 平成２０年度は計画なし 

 

－ 

 

 

 平成２０年度は該当なし 

 

 

 

６．剰余金の使途 

 ① 空港整備事業に係る剰余金

の使途 

  ・運航管理業務の充実を図る

ための業務支援機器の購入 

② 空港整備事業以外の事業に

係る剰余金の使途 

  ・入学希望者数の増加策に要

する費用 

  ・養成の向上及び航空技術安

全行政に資する調査・研究

の実施 

・効果的な養成を行うための

教育機材の購入 

 

 

平成２０年度は計画なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 平成２０年度は該当なし 

 

 

 

７．その他主務省令で定める業務運営

に関する事項 

 

 

５．その他主務省令で定める業務

運営に関する事項 

 

   

 

（１）施設・設備に関する計画 

    大学校の目的の確実な達成の

ため、必要となる施設及び設

備に関する整備計画を策定す

ること。 

 

 

（１）施設・設備に関する計画 

・宮崎本校：庁舎等耐震調査   

電気設備等改修工事   

庁舎本館屋上防水工事

・帯広分校：格納庫耐震調査      

水道管敷設工事 

 

 

３ 
 

 

 

 

以下の施設改修工事等を実施し、教

育環境の充実、安全性の向上を図っ

ている。 

・ 宮 崎 本 校 ： 庁 舎 等 耐 震 調 査

電気設備等改修工事

庁舎本館屋上防水工事

・帯広分校：格納庫耐震調査     
水道管敷設工事 
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項      目 
中期計画 平成２０年度計画 

評 定 

結 果 
評 定 理 由 意    見 

 

（２）人事に関する計画 

 

① 方針 

適切かつ計画的な人員配置に努

める。 

 

 

 

（２）人事に関する計画 

 

① 方針 

業務運営の効率化・適正化、民間

委託の推進等により、適切かつ計

画的な人員配置に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 給与水準について、１９年度

を大きく引き下げられている。 

 

② 人件費削減の取り組み 

イ 今後５年間において、人員に

ついて１０％程度を削減する。 

 

ロ 役職員の給与について必要

な見直しを進める。 

 

 

② 人件費削減の取り組み 

イ 平成２０年度においては

２名削減する。 

 

ロ 役職員の給与について必要

な見直しを進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 
 

 

 

 

中期計画期間中に、常勤職員の約

１０％程度を削減するため、教育支

援業務（運用業務、整備業務）及び

管理業務運営の効率化により平成２

０年度においては常勤職員２名を削

減し適切かつ計画的な人員配置が図

られている。 

 

給与水準についての詳細は実績

報告書に記載している通りである。

対国家公務員（行政職(一）)100.7

（参考） 

平成19年度指数   104.0

平成22年度目標指数 100.5

 

給与規程は、国家公務員の給与に

関する法律と同一の内容となって

いる。引き続き、国家公務員の給与

構造改革を踏まえた給与体系の見

直しを行うことで、適正な給与水準

の維持に努めている。 

 

 確実に業務の効率化・適性化

を図り、常勤職員２名が削減さ

れている。 

＜記入要領＞・項目ごとの「評定結果」の欄に、以下の段階的評定を記入するとともに、その右の「評定理由」欄に理由を記入する。 

５点：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。 

４点：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。 

３点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。 

２点：中期目標の達成に向けて概ね着実な実施状況にあると認められる。 

１点：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められない。 

・５点をつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。 
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平成２０年度業務実績評価調書：独立行政法人航空大学校 
 

総 合 的 な 評 定 

 

業 務 運 営 評 価（実施状況全体） 

 

極めて順調 順 調 概ね順調 要努力 評 定 理 由 

  ○     

 各項目の合計点数＝ ８０点 

 項目数 ２４ ×  ３ ＝ ７２点  

 下記公式＝ １１１％ 
＜記入要領＞ 

・個別項目の認定結果をもとに、以下の判断基準により、それぞれの欄に○を記入する。 

  ○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が 120％以上である場合には、「極めて順調」とする。 

  ○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が 100％以上 120％未満である場合には、「順調」とす

る。 

  ○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が 80％以上 100％未満である場合には、「概ね順調」と

する。 

  ○（各項目の合計点数）／（項目数に３を乗じた数）が 80％未満である場合には、「要努力」とする。 

・但し、評価の境界値に近接している場合であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位又は下位のランクに評

価を変更すべき特段の事情がある場合には、理由を明記した上で変更することができる。 

 

総 合 評 価 
 

（法人の業務の実績） 
 

・ 航空大学校の教育・訓練目的に沿って着実な業務運営がなされおり、航空輸送の基幹的 

操縦士要員教育機関として、極めて積極的に努力されていると評価する。 

・ 中期計画・年度計画に基づき業務の効率化、組織運営の見直しや経費の縮減などのマネ 

ジメントは計画どおり推移しており、シラバスの工夫や教育規程の改正などによる教育内 

容の工夫なども図られ、順調に業務運営が推移している。 

 

 

 

（課題・改善点、業務運営に対する意見等） 
 

・ 安全意識の醸成やヒューマンファクターへの取り組みなど、更に進化させて頂きたい。 

・ 簡素化と安全は裏腹の関係にあることが多いので、効率化だけを目的とした簡素化に対 

しては、安全に対する徹底した検証、保証がなされるよう期待する。 

 

 

 

 

（その他推奨事例等） 
 

・ 地域コミュニティーの見学・親睦等により航空大学校の訓練に対する理解が深められて 
おり、信頼関係の構築を更に高めることを期待する。 

 
 
 

 



平成２０年度業務実績評価調書　別紙　：　独立行政法人航空大学校

①規定類の適正化（国の基準と同額等、会計検査院指摘事項を踏まえているか）
随意契約できる限度額等の基準については、国と同額の基準に設定されている。
（平成20年中に、具体的要件の定めがなく随意契約できるとする包括的条項「その他業務の運
営上特に必要があるとき」について規程から削除が行われた。）

④監事監査の実施状況
年１回、本校各課（科）、仙台分校及び帯広分校についての監事監査が実施しされ、契約の内
容、方法等について書面により確認がされている。特段の指摘事項はない。

⑤企画競争、公募を行う場合の実質的な競争性の確保の状況
該当契約無し。

評定

独立行政法人整理合理化計画、総務省政独委「平成１９年度における国土交通省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等についての意見について」等への対応の実績及びその評価

１．随意契約の適正化
①規定類の適正化（国の基準と同額等、会計検査院指摘事項
を踏まえているか）
②随意契約の比率の引き下げ
③随意契約見直し計画の実施状況、公表状況
④監事監査の実施状況
⑤企画競争、公募を行う場合の実質的な競争性の確保の状況
⑥競争性のない契約についての内容、移行予定、移行困難な
理由
⑦関連法人に係る委託がある場合、その妥当性
⑧１者応札率が高い場合、その理由
⑨第三者委託状況（随意契約、一者応札の場合）

独立行政法人　航空大学校 意見

３

評定理由

②随意契約の比率の引き下げ
③随意契約見直し計画の実施状況、公表状況
競争性のない随意契約から一般競争入札等に移行を図っている。
契約件数及び金額共に平成１９年度より随意契約比率が引き下げられている。
【随意契約の１９，２０年度の比較（少額契約除く）】
平成１９年度　２３件(１１０，２３０千円）
平成２０年度　１５件（　４１，９２６千円）
・件数シェア　19年度（34.33％）20年度(21.74％）
　　対前年度▲12.59ポイント
・金額シェア　19年度(7.47％）20年度（2.89％）
　　対前年度▲4.58ポイント
※フォローアップはホームページ上で公表している。
（http://www.kouku-dai.ac.jp/kaikei/19zuiikeiyaku%20fu.htm）
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⑥競争性のない契約についての内容、移行予定、移行困難な理由
平成20年度競争性のない随意契約（15件）の状況
●以下は競争契約に移行する案件
(ｱ)語学実習装置賃貸借　39,732千円（24年1月以降）
(ｲ)電話設備賃貸借及び保守　2,986千円（23年4月以降）
(ｳ)電子複写機賃貸借　1,157千円（21年度移行済み）
(ｴ)教育用電子計算機賃貸借　3,691千円（24年4月以降）
(ｵ)共済組合電子計算機賃貸借　998千円（21年10月以降）
(ｶ)電子複写機保守　2,167千円（21年度移行済み）
●以下は移行困難な案件（理由：他に代替が無いため）
(ｷ)水道使用　宮崎市：3,011千円、岩沼市：4,066千円
(ｸ)専用通信使用　NTT西日本：3,664千円、NTT東日本：2,016千円、NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ：1,925
千円
(ｹ)ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続使用　1,155千円
●その他
(ｺ)人事情報処理ｼｽﾃﾑﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ改修等　2,247千円（20年度単年度契約）
(ｻ)学生募集広告掲載　1,347千円（未定）
(ｼ)入学試験職務適正分析・評価試験　5,733千円（未定）

⑦関連法人に係る委託がある場合、その妥当性
該当契約無し

⑧１者応札率が高い場合、その理由
１者応札率　５１％　（２５件/４９件）
１者応札となった２５件のうち、５件は航空機運航に係る航空機燃料購入契約、３件は航空機保
守作業であり、航空機燃料については、特殊な物品であることや一定規模の数量を調達する必
要もあり、請負可能な業者が僅少で、入札参加者が少なく１者応札となっている。　また、航空
機保守作業について、当校は航空機を各校１０機程度保有しており航空機の保守作業を行うに
は相当規模の人員、技量が必要となり、業務の履行が可能な入札参加者が少ないため１者応
札となっている。
１者応札になった契約については、今後も複数による競争が難しい市場の状況が考えられる
が、複数の入札者の参加が可能となる方策を検討していくこととしている。

⑨第三者委託状況（随意契約、一者応札の場合）
該当契約無し

前ページに
記載欄あり
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２．官民競争入札
①官民競争入札の導入の状況

①官民競争入札の導入の状況
官民競争入札を活用する契約案件は導入していない。

①当期総利益が１億円以上ある場合において、目的積立金を申請しなかった理由
該当なし

②経常損益では損失計上していたものが最終的に利益計上になった場合の経緯
該当なし

③１億円以上の当期総損失がある場合の発生要因と業務運営上の問題の有無
該当なし

④１００億円以上の繰越欠損金を計上している場合、当該繰越欠損金の策定状況及び当該解
消計画の進捗状況
該当なし

⑤１００億円以上の利益剰余金を計上している場合、当該剰余金の発生原因及び業務運営上
の問題の有無
該当なし

⑥運営費交付金債務について、執行率が９０％以下の場合の分析
該当なし

３．財務状況
①当期総利益が１億円以上ある場合において、目的積立金を
申請しなかった理由
②経常損益では損失計上していたものが最終的に利益計上に
なった場合の経緯
③１億円以上の当期総損失がある場合の発生要因と業務運営
上の問題の有無
④１００億円以上の繰越欠損金を計上している場合、当該繰越
欠損金の策定状況及び当該解消計画の進捗状況
⑤１００億円以上の利益剰余金を計上している場合、当該剰余
金の発生原因及び業務運営上の問題の有無
⑥運営費交付金債務について、執行率が９０％以下の場合の
分析
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①公表値を前提とした法人の人件費総額削減の取り組み状況
人件費削減の取組みについては、中期計画における「人事に関する計画」において、常勤職員
数を中期目標期間の最終年度までに約１０％程度削減することとしており、平成１８年度から計
画的に人員削減を行われ、２０年度計画に従って更なる業務の効率化に努め２名の削減が実
施されている。

②国家公務員水準との関係（ラスパイレス指数）、ラスパイレス指数が高い場合の理由
平成２０年度指数　１００．７（平成１９年度指数　１０４．０）
（給与水準が高くなっている理由）
当校は、運輸省の付属機関として設立された後、平成１３年４月に独立行政法人へ移行してお
り、職員給与については、国家公務員の給与に関する法律や人事院規則に準拠して支給され
ているが、都市部の官署に在籍していた国家公務員からの出向者がおり、これらの職員に対す
る地域手当の異動保障や単身赴任手当等の支給が、対国家公務員指数を押し上げる要因と
なっている。

③人件費総額の削減
前中期目標期間の最終年度（平成１７年度）の人員を基準として、常勤職員数を中期目標期間
の最終年度までに約１０％程度削減することとしており、平成２０年度末において△４．９％の人
員削減を図っている。（平成１９年度△３．３％）

④役員報酬額の公表
役員報酬は、ホームページ上において公表されている。
（http://www.kouku-dai.ac.jp/iai-info/sosikihyousi.htm）

⑤役員報酬及び職員給与への業務実績及び勤務成績の反映
役員報酬は、国家公務員の給与及び民間企業の役員報酬等の水準を考慮するとともに、役員
退職金は独立行政法人評価委員会における業績評価の結果を勘案することとしている。
また、職員給与については、勤務評定に基づき査定昇給が実施されている。

⑥監事監査
各校において、監事監査が実施されている。指摘された事項については、速やかな改善の対応
が行われている。
　宮崎本校
　　　　業務監査（平成２０年９月～平成２１年３月）
　　　　会計監査（平成２１年１月）
　帯広分校
　　　　業務監査、会計監査（平成２１年２月）
　仙台分校
　　　　業務監査、会計監査（平成２１年１月）

４．給与水準
①公表値を前提とした法人の人件費総額削減の取り組み状況
②国家公務員水準との関係（ラスパイレス指数）、ラスパイレス
指数が高い場合の理由
③人件費総額の削減
④役員報酬額の公表
⑤役員報酬及び職員給与への業務実績及び勤務成績の反映
⑥監事監査

 ３
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①福利厚生費について、当該活動の評価の取組が十分か。
福利厚生費は、必要最小限の職員の健康管理や労働環境の整備に寄与するものに限定さ
れ、国に準じた執行が行われており、また、監事監査において当該活動の評価が行われてい
る。

②レクリエーション経費について求められる国に準じた予算執行、予算編成作業がなされてい
るか。
レクリエーション経費の支出の実績はない。

③レクリエーション経費以外の福利厚生費について経済社会情勢の変化を踏まえた、事務・
事業の公共性・効率性及び国民の信頼確保の観点から法人の見直しがなされているか。
福利厚生費の使途については、医薬品等の購入及び健康診断経費に限定している。

①内部統制の体制の整備状況（倫理行動規定の策定、第３者を入れた倫理委員会等の設
置、監事による内部統制についての評価等）
職務の執行の公正さに対して疑惑や不信を招くような行為の防止を図るため倫理規程が定め
られている。

②内部統制のために構築した体制・仕組みの運用状況
倫理監督者を指名し、実施状況を確認して倫理の保持に努めている。

③人事評価の実施、業績等の給与等への反映状況
平成２０年度において、人事評価の試行が行なわれ、平成２１年度からの正式運用の準備を
行っている。また、職員給与については、現状の勤務評定に基づいた査定昇給による人事評価
から業務実績や勤務成績によって評価される制度への移行が予定されている。

④業務・マネジメントに関しての国民への意見募集、及び業務運営への反映の状況
これまでホームページで国民からの意見を受け付けて、国民に対して提供するサービスや業務
の質の向上に努めているが、平成２１年度においては更に国民の声を取り入れ易くするため、
ホームページのリニューアルが計画されてる。

⑤監事監査
各校において、監事監査が実施されている。指摘された事項については、速やかな改善の対応
が行われている。
　宮崎本校
　　　　業務監査（平成２０年９月～平成２１年３月）
　　　　会計監査（平成２１年１月）
　帯広分校
　　　　業務監査、会計監査（平成２１年２月）
　仙台分校
　　　　業務監査、会計監査（平成２１年１月）

６．内部統制
①内部統制の体制の整備状況（倫理行動規定の策定、第３者
を入れた倫理委員会等の設置、監事による内部統制について
の評価等）
②内部統制のために構築した体制・仕組みの運用状況
③人事評価の実施、業績等の給与等への反映状況
④業務・マネジメントに関しての国民への意見募集、及び業務
運営への反映の状況
⑤監事監査

５．人件費管理
①福利厚生費について、当該活動の評価の取組が十分か。
②レクリエーション経費について求められる国に準じた予算執
行、予算編成作業がなされているか。
③レクリエーション経費以外の福利厚生費について経済社会情
勢の変化を踏まえた、事務・事業の公共性・効率性及び国民の
信頼確保の観点から法人の見直しがなされているか。

３

 ３
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①保有資産の状況（特に資金運用で時価又は為替相場の影響等を受ける可能性のあるもの
について）
保有資産は独法の業務運営に資するものであり、資金運用を目的とした時価又は為替相場の
影響等を受ける可能性のあるものはない。

②整理合理化計画で処分等することとされた保有資産の見直しの状況
整理合理化計画で処分等することとされた保有資産はない。

③財務諸表における減損又はその兆候に至った固定資産について、減損の要因と業務運営
との関連の分析
仙台分校の土地について減損となっているが、理由は仙台分校周辺の環境等の変化により地
価が下落したことによるものであり、当校の運営との関連はなく適切に管理運用されている。

④監事監査
監事監査を実施しており、特段の指摘事項はない。

⑤融資等業務による債権及び融資等業務以外の債権で貸借対照表計上額が１００億以上の
ものについて回収状況
貸借対照表計上額が１００億円以上の債権はない。

⑥融資等業務以外の債権のうち、関連法人に対する貸付金については、当該貸付の必要性
該当法人なし

①関連法人への再就職の状況、関連法人との間の補助・取引の状況の情報開示
当校に係わる関連法人はなく、情報開示なし。

②情報へのアクセスの容易化、業務・マネジメントに係るベストプラクティスの公表
平成２０年度において利便性向上にのための改善内容がとりまとめられ、平成２１年度に改修
を行うことが計画されている。

８．情報の開示
①関連法人への再就職の状況、関連法人との間の補助・取引
の状況の情報開示
②情報へのアクセスの容易化、業務・マネジメントに係るベスト
プラクティスの公表

７．保有資産の管理・運用（評価の際、監事監査や減損
会計の情報等を活用）
①保有資産の状況（特に資金運用で時価又は為替相場の影響
等を受ける可能性のあるものについて）
②整理合理化計画で処分等することとされた保有資産の見直し
の状況
③財務諸表における減損又はその兆候に至った固定資産につ
いて、減損の要因と業務運営との関連の分析
④監事監査
⑤融資等業務による債権及び融資等業務以外の債権で貸借対
照表計上額が１００億以上のものについて回収状況
⑥融資等業務以外の債権のうち、関連法人に対する貸付金に
ついては、当該貸付の必要性

 ３

 ３
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①出資等に関する規程等の整備状況とその内容の適切性
該当法人なし

②出資目的の達成度、出資先の経営状況を踏まえた上で、出資を継続する必要性
該当法人なし

③出資先の経営状況の分析と出資先に対する法人の指導状況
該当法人なし

①業務改善を図る取組を促すアプローチ
全役職員が、安全を前提としつつ、業務の改善に努めるとともに、業務に積極的に貢献する仕
組みの整備が行われている。毎会計年度において全部署に対して業務監査及び会計監査を実
施し、業務の改善を図るとともに、本校及び分校の安全監査を行い、安全運航に努めている。

②職員の積極的な貢献を促すアプローチ
安全意識の高揚を図るために、「安全褒賞」に値する功績者の表彰を行うための対象者を選定
し、安全委員会及び総合安全推進会議で満場一致で決定をし、平成２１年４月に安全褒賞の授
与式が行われている。また、人事評価制度の導入に向けて、人事評価マニュアルを作成し試行
が実施された。

１１．個別法人（指摘事項）
①給与水準が国家公務員に比して高い理由についての評価委員会
としての認識を評価結果において示すべき。
②独立行政法人整理合理化計画の指摘を踏まえ、２２年度までに職
員を１７年度比で１０％程度削減する。
③独立行政法人整理合理化計画の指摘を踏まえ、自己収入の増大
を図る。

①給与水準が国家公務員に比して高い理由についての評価委員会としての認識を評価結果
において示すべき。
内部組織の活性化、業務運営の効率化のため国の組織等と人事交流を行うこととしているが、
都市部の官署に在籍していた国家公務員を受け入れる場合、これらの職員に対する地域手当
の異動保障や単身赴任手当等の支給が、対国家公務員指数を押し上げる要因となっている。
職員給与は、国家公務員の給与に関する法律や人事院規則に準拠して支給されているが、引
き続き国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを行うことで、適正な給与水
準を維持していくこととしている。
②独立行政法人整理合理化計画の指摘を踏まえ、２２年度までに職員を１７年度比で１０％程
度削減する。
平成１７年度末の職員数１２２名（役員３名を除く。）を平成２２年度末までに職員数１１０名とす
る予定であり、平成１８年度（２名減）、平成１９年度（２名減）、平成２０年度（２名減）、平成２１
年度（２名減）、平成２２年度（４名減）と計画どおりに実施されている。
③独立行政法人整理合理化計画の指摘を踏まえ、自己収入の増大を図る。
第２回航空大学校の業務の在り方等に関する検討会で審議された受益者負担について、航空
大学校の授業料を今後段階的に国立法科大学院と同程度まで引き上げることが了承され、２２
年度の学生募集から値上げの措置が講じられている。

 ３

＜記入要領＞
・項目ごとの「評定」の欄に、以下の段階的評定を記入する。
（５点）：特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。（４点）：優れた実施状況にあると認められる。（３点）：着実な実施状況にあると認められる。（２点）：概ね着実な実施状況にあると認められる。
（１点）：着実な実施状況にあると認められない。
・５点をつけた項目には、特筆すべきと判断した理由として、他の項目における実績との違いを「評定理由」欄に明確に記述するものとする。
・必要な場合には、右欄に意見を記入する。

９．関連法人
①出資等に関する規程等の整備状況とその内容の適切性
②出資目的の達成度、出資先の経営状況を踏まえた上で、出
資を継続する必要性
③出資先の経営状況の分析と出資先に対する法人の指導状況

１０．役職員のイニシアチブ
①業務改善を図る取組を促すアプローチ
②職員の積極的な貢献を促すアプローチ

 ３
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